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野村證券不当労働行為再審査事件
（平成25年(不再)第37号）命令書交付について

中央労働委員会第三部会（部会長 都築 弘）は、平成26年6月9日、標記事件に関する命令書を
関係当事者に交付しましたので、お知らせします。
命令の概要は、次の通りです。

【命令のポイント】
～団交において、会社は見解の対立を可能な限り解消させる努力をしていたと認められ、
不当労働行為に当たらないとした事案。～
組合が申し入れた協議事項の内容は漠然としたもので、これを具体化するようにという会社

の求めに組合は応じなかったにもかかわらず、会社は、協議事項の具体化に固執せず本件各団
交に応じ、また、各団交においても、事実関係の確認を求める組合の様々な主張等に応じ、自
己の主張、見解の根拠を具体的に説明していたものと評価することができ、その内容に不合理
な点は見当たらない。他方、組合は、会社の説明を踏まえた具体的な質問や、建設的な要求、
主張を何らすることなく、かえって、会社の説明に耳を傾けることなく、具体的な根拠を何ら
示さずに自己の見解に固執した主張等を繰り返し、大声で発言し、会社の説明を遮るなどとい
った場面も見られたなど、正常な団交の実施に支障が生じていたものと認められる。
そうすると、会社は、見解の対立を可能な限り解消させる努力をしていたものというべきで

あり、労組法第７条第２号に該当しない。

Ⅰ 当事者
再審査申立人：東京管理職ユニオン(｢組合｣)（東京都豊島区）

組合員150名(25.5.29現在)

再審査被申立人：野村證券株式会社(｢会社｣)（東京都中央区）
従業員約12,756名(25.5.29現在)

Ⅱ 事案の概要

１ 本件は、組合が、①組合と会社との間で、平成２３年６月２２日から同年８月１８日までの

間に、会社の従業員であるＡ組合員（以下「Ａ」）に係る２２年度期末評価、Ａに対する賞与の

不支給、「降格」等を議題として行った３回の団体交渉（以下「本件各団交」）において、会社

が誠実に対応しなかったこと、②第３回団交終了時に、組合が次回団交を申し入れたこと（以

下「本件団交申入れ」）に対し、会社が回答日に具体的な団交日時を提案しなかったことが、い

ずれも労組法第７条第２号の不当労働行為に当たると主張して、救済を申し立てた事件である。

２ 初審東京都労委は、本件申立てを棄却したところ、組合はこれを不服として再審査を申し立

てた。

Ⅲ 命令の概要

１ 主文
本件再審査申立てを棄却する。

２ 判断の要旨

１ 本件各団交における会社の対応が不誠実であったといえるか。
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（１） 使用者には、自己の主張を労働組合が理解し、納得することを目指して誠意をもって団体交

渉に当たらなければならず、労働組合の要求や主張の具体性の程度に応じて的確な回答や主

張をし、必要に応じて自己の主張の根拠を具体的に説明したり、必要な資料を提示したりす

るなど、見解の対立を可能な限り解消させる努力をすべき義務があり、これに反して使用者

が、不誠実な対応をとった場合も、団交拒否として不当労働行為に当たると解される。

（２） ア 組合が申し入れた協議事項の内容は、事実関係に関する主張ないし意見が記載されてい

るのみであるなど漠然としたもので、組合は、会社から協議事項を具体化するよう依頼さ

れてもこれに応じなかったが、結局、会社は、協議事項の具体化に固執せず、本件各団交

に応じている。そして、本件各団交において、会社は、

① Ａの期末評価については、会社が調査をした結果等を基に、用いられた評価方法の位

置付けやＡの評価が低かった理由等を説明し、

② Ａに対する年度末評価の面談方法については、人事評価や評価面談の意義・方法、評

価面談を複数名で行った理由等を説明し、

③ Ａに対する賞与の不支給については、就業規則の該当条文を示すなどしながら、会社

の賞与決定の方法やＡの賞与が不支給であった理由等を説明し、

④ Ａに対する「降格」については、会社における「降格」の意義やコーポレートタイト

ルの位置付け、Ａの役割変更の理由等を説明し、

その他の事項についても、会社の主張、見解の根拠を具体的に説明していたものと評価

することができ、その内容に不合理な点は見当たらない。

他方で、組合は、会社の具体的な説明を踏まえた質問や、建設的な要求・主張を行うこ

となく、自己の見解に固執した主張等を繰り返し、大声で発言し、会社の説明を遮るなど

といった場面も見られ、その結果、正常な団交の実施に支障が生じていたものと認められ

る。

こうした本件各団交に至る経緯、組合の主張の具体性や追求の仕方、これに応じた会社

側の説明の程度・態度等に照らせば、本件各団交において、会社は、見解の対立を可能な

限り解消させる努力をしていたものというべきである。

また、会社の交渉担当者が交渉権限を有していたことは明らかである。

イ 以上によれば、本件各団交における会社の対応は、使用者の誠実交渉義務に違反する不

誠実な対応であるとは認められないから、労組法第７条第２号の不当労働行為には当たら

ない。

２ 会社が、本件団交申入れに対し、具体的な団体交渉日時を提案しなかったことは、正当な理

由のない団体交渉拒否に当たるか。

会社は、団交日時の回答期限日に、組合に電話をかけ、次回団交を開催するにあたり、威圧

的な罵声をやめること等を要望したものであるところ、その内容や本件各団交の経緯に照らせ

ば、その趣旨・目的は、要望の受諾等を前提条件としたものではなく、団交の円滑な実施を図

るための「事前折衝」として提案したものと考えられ、不合理なものということはできない。

これに対し、組合は、縷々述べて電話を切り、話し合う姿勢を見せなかったというのであり、

こうした経緯に照らせば、会社は、組合が電話を切ってしまったことから、団交日時等を回答

することができなかったものと見るのが相当であり、その直後に、組合が会社に対し新たな団

交申入れをしていることも考慮すれば、上記期限日に会社が具体的な団交日時を回答しなかっ

たことをもって団体交渉を拒否したものと認めることはできない。

３ 結論

以上のとおり、本件各団交における会社の対応が不誠実であったとは認められず、また、本

件団交申入れに対する会社の対応が正当な理由のない団交拒否に当たるとも認められないこと

から、本件再審査申立ては理由がない。

【参考】初審救済申立日 平成23年８月31日（東京都労委平成23年(不)第90号)

初審命令交付日 平成25年５月29日

再審査申立日 平成25年５月30日


